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開発協力大綱では、明確な解決策が見つかっていな
い様々な開発課題に対して、民間企業や公的金融機関
など様々な主体が互いの強みを持ち寄り、対話・協働
することにより、新たな社会的価値を共に創り出す

「共創」を基本方針に掲げています。

（1）民間企業との連携

近年、開発途上国の経済成長において、民間企業の
投資活動の果たす役割はますます重要になっていま
す。民間企業が行う様々なビジネスは、雇用創出や人
材育成、技術力の向上など、開発途上国の経済社会開
発に大きく寄与しています。日本政府は、こうした民
間企業との連携を通じ、効果的・戦略的な開発協力を
推進しています。

2012年以降は、民間企業と連携したJICA海外協
力隊の派遣も行われています（JICA海外協力隊の連
携派遣については144ページの第V部2（2）を参
照）。派遣された隊員は、隊員活動を通して、自身の
業務経験を開発途上国の発展にいかすとともに、その
国特有の商習慣や市場ニーズを把握し、帰国後の企業
活動へ還元することが期待されています。

 ■中小企業・SDGsビジネス支援事業

日本企業の持つ優れた製品・技術・ノウハウは、開
発途上国の課題の解決に貢献する可能性を持っていま
す。 中 小 企 業・SDGsビ ジ ネ ス 支 援 事 業（JICA 
Biz）解説は、日本企業の製品・技術・ノウハウと開発
途上国の開発ニーズとのマッチングを調査し、中小企
業を始めとする日本企業による海外ビジネスづくりを
支援するものです。このような形の官民連携を通じ
て、日本企業のビジネスが、開発途上国の経済社会開
発に寄与することになります（事業の概要、活用のメ
リットなどについては、JICAホームページ 注1 を参

	 注1	 中小企業・SDGsビジネス支援事業（JICA Biz）について　https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/sme/index.html
	 注2	 海外投融資　https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/loan/index.html

照）。2024年度は、21の開発途上国における合計
57件のビジネスを支援対象に選定しました（129
ページの図表Ⅴ-1、40ページの「国際協力の現場か
ら」、58ページおよび131ページの「匠の技術、世
界へ」も参照）。

メキシコで人工漁礁「シェルナース」を沈設し、生態系機能向上効果
に関する実証実験を実施（写真：海洋建設株式会社／中小企業・
SDGsビジネス支援事業）

 ■海外投融資

海外投融資解説は、開発効果の高い事業を開発途上
国で行う企業に対し、民間金融機関から十分な資金が
得られない場合に、JICAが必要な資金を出資・融資
するものです。2011年度から2023年度末時点の累
積承諾額は約9,855億円となっており、多くの日本
企業も参画しています（事業の仕組み、対象分野・条
件などについては、JICAホームページ 注2 を参照）。
最近の好事例としては、2024年に調印されたウクラ
イナ・モルドバの輸出指向型産業支援事業やブラジル
の農業セクター支援事業があります。前者は、2024
年2月の日・ウクライナ経済復興推進会議に合わせて
調印されたものであり、ウクライナとモルドバにおい
て輸出指向型ICT企業等への出資を通じ、両国の外貨
取得や雇用創出などを促進するものです。また、本事
業は、両国の復興、経済社会の発展に寄与することが
期待されます。加えて、ファンドの投資先に占める女
性経営者・起業家の割合を30％以上と設定しており、
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ジェンダー平等と女性のエンパワーメントを推進する
事業としても期待されています。後者は、ブラジル最
大の信用組合が展開する融資事業への支援を通じ、ブ
ラジルの農業セクターおよび中小零細事業者の金融ア
クセスを改善し、農業生産拡大や農民の所得の向上を
目的とするものです。

2023年5月、G7広島サミットに際し開催したグ
ローバル・インフラ投資パートナーシップ（PGII）に
関するサイドイベントにおいて、岸田総理大臣（当
時）が官民のインフラ投資を通じてパートナー国の持
続可能な開発に貢献することを表明したことを踏ま
え、気候変動対策推進ファシリティ（ACCESS）、食
料安全保障対応ファシリティ（SAFE）、金融包摂促
進ファシリティ（FAFI）の3つの融資枠を創設しま
した。最近では、ACCESS適用案件として、ナイジェ
リアの気候変動対策支援事業（2023年11月調印）
やFAFI適用案件として、インドの地方金融アクセス
改善事業（2023年12月調印）が調印されています。

	 注3	 協力準備調査（海外投融資）　https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/psiffs/index.html

 ■協力準備調査（海外投融資）

近年、官民協働による開発途上国のインフラ整備お
よび民間事業を通じた経済社会開発の動きが活発化し
ています。JICAは、海外投融資での支援を念頭に、
民間資金を活用した事業の形成を図るため、協力準備
調査（海外投融資）を実施しています。開発途上国に
おける事業参画を検討している民間企業から事業提案
を広く公募し、事業計画策定のためのフィージビリ
ティ調査を支援しています（事業の仕組み、対象分
野・国などについては、JICAホームページ 注3 を参
照）。2010年から2024年までの採択案件数は91件
に上っており、2024年はアジア地域において3件の
事業が採択されています。

 ■事業・運営権対応型無償資金協力

日本政府は、日本企業が施設整備からその後の運
営・維持管理にまで関与することを目指す公共事業に
無償資金協力を行っています。事業・運営権対応型無
償資金協力は、日本企業が開発途上国における官民連

図表Ⅴ-1 ODAを活用した官民連携支援スキーム
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携（PPP：Public-Private Partnership）によるイン
フラ事業における事業権・運営権の獲得を促進するこ
とを通じて、日本の技術・ノウハウを当該国の経済社
会開発に役立てることを目的としています。2024年
2月、チュニジアにおいて、日本企業の技術を活用す
る形で、下水を産業用水として再利用することを可能
にする高度下水処理場を整備する無償資金協力に関す
る交換公文の署名が行われました。

 ■公的金融機関との連携

日本の開発協力は、多様なアクターとのパートナー

	 注4	 36ページの用語解説を参照。
	 注5	 22ページの第Ⅱ部2の冒頭部分を参照。

シップの下で推進されています。開発協力の実施にあ
たっては、JICAとその他の公的資金（OOF）を扱う
機関（株式会社国際協力銀行（JBIC）解 説、株式会社
日本貿易保険（NEXI）、株式会社海外交通・都市開発
事業支援機構（JOIN）、株式会社海外通信・放送・
郵便事業支援機構（JICT）、独立行政法人エネル
ギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）等）との間の
連携を強化するとともに、政府が民間セクターを含む
多様な力を動員・結集するための触媒としての役割を
果たすことが重要です。

用語解説

中小企業・SDGsビジネス支援事業（JICA Biz）
JICAが実施する民間連携事業の一つで、開発途上国の課題解決に貢献する日本企業のビジネスの海外進出を支援するもの。「ニーズ確認調
査」と「ビジネス化実証事業」の2つの支援メニューがある。年1回、日本企業からの申請を受け付けている。

海外投融資
JICAにより実施される有償資金協力の一つで、開発途上国で事業実施を担う民間セクターの法人などに対して、必要な資金を出資・融資
する協力の形態。開発途上国における民間事業は、様々なリスクを伴い、高い収益が見込めないことも多く、金融機関から十分な資金が得
られないことがあるため、海外投融資を通じて、リスクがありながらも雇用創出や経済活性化の潜在性を有する民間事業に出資・融資する
ことにより、開発途上地域の経済社会開発の促進に貢献している。対象分野は、（1）インフラ・成長加速、（2）SDGs（貧困削減、気候
変動対策を含む）。

国際協力銀行（JBIC）
日本政府が全株式を保有する政策金融機関。一般の金融機関が行う金融業務を補完することを旨としつつ、（1）日本にとって重要な資源
の海外における開発および取得の促進、（2）日本の産業の国際競争力の維持および向上、（3）地球温暖化の防止などの地球環境の保全を
目的とする海外における事業の促進、（4）国際金融秩序の混乱の防止またはその被害への対処、の4つの分野について業務を行い、日本
および国際経済社会への健全な発展に寄与することを目的としている。

（2）諸外国・国際機関との連携

 ■G7・G20における連携

G7においては、イタリア議長国の下、2024年6
月、G7プーリア・サミットが開催されました。日本
からは岸田総理大臣（当時）が出席し、「アフリカ、
気候変動、開発」のセッションでは、アフリカとの協
力に焦点を当てつつ、気候変動、開発やジェンダーを
含む国際社会が直面する重要な課題への対応について
議論しました。岸田総理大臣（当時）からは、G7グ
ローバル・インフラ投資パートナーシップ（PGII）を
始めとした取組をアフリカのニーズに沿う形で一層推

進しつつ、G7各国の取組を連動させて相乗効果を発
揮すべきであることを述べました。さらに、人間の尊
厳や人間の安全保障を重視しつつ、SDGs達成に向け
て引き続き注力することが重要と強調しました。ま
た、国際開発金融機関（MDBs）注4 の改革の進展を
通じ、開発途上国に譲許性の高い開発資金 注5 を効
果的に配分するなど、目に見える成果を示していきた
い旨を述べました。同セッションでは、G7首脳はア
フリカの声に寄り添いながら、気候変動や開発を始め
とする諸課題への対応においてG7が一層緊密に連携
していくことを確認しました。

10月、ペスカーラにおいて開催されたG7開発大
臣会合には柘

つ

植
げ

外務副大臣（当時）が出席し、ロシア
によるウクライナ侵略や紛争、気候変動、自然災害等
により重大な影響を受けている食料安全保障に関する
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匠匠
南太平洋の島嶼

しょ
国であるトンガは、エネルギー資源に乏

しく、電力供給の大部分を輸入ディーゼル発電で賄ってい
ます。島国であるため輸送コストは割高となることから電
気代が高くなり、また、国際的なエネルギー資源価格の変
動による影響を受けやすく、国家財政や国民生活に影響を
与えています。同国は、自国のエネルギー安全保障と世界
的な温室効果ガス排出削減という2つの課題に対応するた
め、2010年から「トンガ・エネルギー・ロードマップ
（TERM）」を策定し、再生可能エネルギーの促進を積極的
に進めています。
その中で、沖縄電力グループの株式会社プログレッシブ
エナジー（PEC）が、台風など沖縄と共通の気象課題を抱
えるトンガでの可倒式風車の導入に協力することになりま
した。PECでは、風車そのものを90度近く地面に倒すこ
とで、台風時の強風による損傷や倒壊の防止を図り、さら
には従来の風車よりも容易に維持管理ができるという利点
をいかし、2009年から可倒式風車を沖縄県内離島で建設、
保守・維持管理してきています。沖縄と類似の災害に苦し
む国々の課題解決の一助とするために同技術の海外展開を
検討する中で、JICAの民間技術普及促進事業を通じて可
倒式風車の導入計画をトンガに提案し、その後、日本の無
償資金協力を通じて、2019年までに首都ヌクアロファが
位置するトンガタプ島に5基の可倒式風車を設置しました。
同社の常務取締役の儀

ぎ
保
ぼ
稔
みのる
氏は、「可倒式風車への理解

を深めてもらうところから始めるべく、沖縄にトンガ電力
公社の技師を招いて維持管理作業を経験してもらい、トン
ガにも導入したいという期待を持ってもらった。」と当時
を振り返ります。トンガでの導入に際して、技術スタッフ

として現地に赴いた
知
ち
名
な
俊
しゅん
英
えい
氏は、当

時直面した苦労につ
いて、「言葉・文化
の壁はもちろんのこ
と、建設工事を行う
際の安全意識が日本
と大きく異なった。
高所で作業する際は
安全帯を着けるなど、日本では当たり前に行っている基礎
的なことから丁寧に指導する必要があった。」と語ります。
PECは、このような安全面の技術指導のみならず、設備の
運用・維持管理に係る研修も実施しました。「日本人の技
術力に頼りっきりになるのではなく、日本から教わった技
術をトンガの方々が先頭に立って、主体的に活用していき
たいと思ってもらえたらうれしい。」と知名氏は語ります。
トンガの風力発電設備は、PECが海外展開の検討を始

めた2012年から足かけ8年で完成しました。儀保氏は、
「見学に訪れた地元中学生や住民が、完成した風車をみて
歓声を上げていたのが印象的だった。また、電気代が安く
なることへの期待が寄せられた。」と、トンガの人々の反
応を振り返ります。
技術営業部電機課長の湧

わく
田
た
森
もり
人
と
氏は、「風力発電所の整

備を日本の無償資金協力で行うのは、トンガが初めてと聞
いている。弊社のような沖縄の小さな会社がこのような大
きな事業に携われて光栄に思う。今回の経験で得た多くの
知見をいかし、同じような課題を抱える他の国へも展開し
たい。」とやりがいと今後の展望について話します。
このような思いを受け、風力発電のみならず、太陽光
発電も含む再生可能エネルギーの導入等、より幅広い事
業を海外にワンストップで展開していくため、2021年に
沖縄電力グループ5社は共同で「シードおきなわ合同会
社」を設立しました。沖縄で育まれた再生可能エネルギー
技術がより一層世界に広まっていくことが期待されます。
現在、トンガ政府は国内の電力供給を2035年までに

100％再生可能エネルギーで賄うという野心的な目標を
掲げています。日本は引き続き環境負荷の少ない発電シ
ステムの整備を通じて、太平洋島嶼国を含む各国のエネ
ルギー安全保障、そして世界の温室効果ガスの排出削減
に貢献していきます。

地元学生を対象とした可倒式風車の見学会（写真：株式会社プログ
レッシブエナジー）

現地の技師とともに風力発電機を組み立て
る様子（写真：株式会社プログレッシブエ
ナジー）

「沖縄発」の知見と技術で島国トンガの
再生可能エネルギー事業を支援
～災害対応型の風力発電（可倒式風車）の導入～

3の技術、世界への技術、世界へ
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G7としての対応や、世界のインフラ投資ギャップを
埋めるべくPGIIの下で協力を進めることの重要性、
また、グローバルヘルス・アーキテクチャー（GHA）
の構築・強化、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）の達成に向けた方策について議論が行われま
した。PGIIのセッションにおいて柘植外務副大臣（当
時）からは、現在協力が進むPGIIに関するG7の取組
が、パートナー国・地域にとって新たな成長の起爆剤
となるとの見通しを述べ、「質の高いインフラ投資に
関するG20原則」を始めとする国際ルール・基準を
遵守し、透明で公正な開発金融を促進していくことが
重要であることを強調しました。また、日本として、
G7および様々なパートナーと連携し、質の高いイン
フラ投資の推進を通じて、引き続き各国の自立的な成
長を強力に後押ししていく決意を改めて表明しました

（質の高いインフラについては43ページの第Ⅲ部1
（3）を参照）。さらに、同会合中、G7に加え関係国・
地域や国際機関が参加する形で中東に関する人道会議
が開催され、中東地域における事態のエスカレーショ
ンの回避、人道状況の改善の重要性について議論が行
われました。

G20においては、7月にブラジルのリオデジャネイ
ロにおいて、G20開発大臣会合およびG20飢餓と貧
困に対するグローバル・アライアンス 注6 設立に関
する閣僚級会合が開催され、日本からは穂坂外務大臣
政務官（当時）が出席しました。開発大臣会合では、
安全な水と衛生サービスへのアクセスの確保、気候変
動、デジタル、ジェンダーなど幅広い分野における不
平等への対処や三角協力 注7 について議論され、穂

	 注6	 飢餓と貧困の撲滅のための取組を支援し加速させるためのプラットフォーム。2024年11月のG20リオデジャネイロ・サミットにおいて設立された。日本
を含む90か国、76機関等が参加している（2025年1月時点）。

	 注7	 104ページの用語解説を参照。

坂外務大臣政務官（当時）からは、日本は水・衛生分
野における世界のトップドナーの一員として、質の高
いインフラ整備や人材育成等幅広い支援を行ってきて
いることや、日本の取組を通じて、日本と多様なパー
トナーとの間での学び合いが生まれ、水と衛生へのア
クセスの確保に向けた解決策が共創されていること
を、具体例を交えながら紹介しました。また、不平等
への対処に関し、日本はODAを開始してから70年
の間、一貫して、質の高い教育の提供を始めとする人
への投資を実践してきていることを紹介し、三角協力
を含めて国際社会のパートナーによる協働を加速させ
ることが不可欠なことを述べました。

11月のG20リオデジャネイロ・サミットには、日
本から石破総理大臣が出席し、セッション1の「飢餓
と貧困との闘い」では飢餓・貧困対策を中心とした開
発課題について議論が行われました。また、本セッ
ションに先立ち、「飢餓と貧困に対するグローバル・
アライアンス」が創設され、日本からも参加を表明し
ました。石破総理大臣から、日本は人間の安全保障の
理念の下、飢餓・貧困を撲滅し、誰もが人間の尊厳を
持って幸福に生きられる豊かな社会を実現していきた
い、そのためには、食料安全保障や持続可能で強靭

じん

な
食料システムの構築という観点が重要であり、日本
は、「飢餓と貧困に対するグローバル・アライアンス」
にも積極的に貢献していくことを述べました。さら
に、防災に関し、引き続きG20メンバーと共に、「仙
台防災枠組」を着実に実施し、防災対策を強化するこ
とを述べました。セッション2の「グローバル・ガバ
ナンス機構改革」に関し、MDBsの改革の重要性を

G7プーリア・サミットで発言する岸田総理大臣（当時）（写真：内閣
広報室）

G20リオデジャネイロ・サミットで発言する石破総理大臣（写真：
内閣広報室）
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述べた上で、開発途上国の債務に関しては、G20「共
通枠組」における債務再編プロセスの迅速化や、債務
透明性の一層の確保が必要であると述べました。ま
た、日本は、中所得国の債務再編で新興債権国と協調
した初の事例であるスリランカの債務再編を主導して
きており、引き続き、開発途上国が直面する課題の解
決に向け、必要な支援を行っていくことを述べました

（債務問題への取組については45ページの第Ⅲ部1
（4）を参照）。また、G20が国際協調を主導していく
べき分野は多く、その役割は一層重要になっており、
対立を超え、全ての国が責任を共有するグローバル・
ガバナンスを構築していくことを呼びかけました。

 ■主要ドナー国等との連携

経済協力開発機構（OECD）加盟60周年に当たる
2024年に、日本は10年ぶりにOECD閣僚理事会の
議長国を務め、岸田総理大臣（当時）が議長国基調演
説を行うとともに、「変化の流れの共創：持続可能で
包摂的な成長に向けた客観的で高い信頼性に裏付けら
れたグローバルな議論の先導」のテーマの下、持続可
能な開発を含むトピックについて、日本が議長国とし
て議論を主導しました。持続可能な開発について取り
上げた分科会では、上川外務大臣（当時）から、開発
途上国の開発資金ニーズに応えるため、ODAを触媒
とした民間資金の動員の重要性を指摘したほか、発展
に必要な資金を安定的・持続的に確保できるよう、日
本としてMDBsの改革にも積極的に貢献しているこ
とを述べました。加えて、OECDは持続可能な開発
のために「共創」の考えの下、専門的知見や人材を総
動員していくべきことを強調しました。

また、日本は主要ドナーとの間で対話を実施し、お
互いの優先課題・政策について意見交換を行っていま
す。2024年4月の日米首脳会談を踏まえ、5月、日
米外交・開発戦略対話（次官級）を実施し、外交と開
発の取組を通じて、国際社会が直面する諸課題への対
応、グローバル・サウス諸国との関与強化に向けた日
米間の連携について、戦略的観点から幅広く議論を行
いました。

さらに、G7開発大臣会合に際し、柘植外務副大臣
（当時）は、チリエッリ・イタリア外務・国際協力副
大臣、コールマン米国国際開発庁（USAID）副長官

（当時）、モアメド＝ソアリヒ・フランス欧州・外務大
臣付仏語圏・国際連携担当長官とそれぞれ会談を行

い、G7を始めとする国際場裡
り

において連携を一層深
めていくことを確認しました。さらに、G20開発大
臣会合に際し、穂坂外務大臣政務官（当時）は、ヴィ
エイラ・ブラジル外務大臣、フッセン・カナダ国際開
発大臣、モハイ南アフリカ計画・監視・評価副大臣と
会談を行い、開発分野におけるG20の協力関係強化
等について意見交換を行いました。

伝統的に開発協力を担ってきたOECD開発援助委
員会（DAC）のメンバー国に加え、近年、中国、イ
ンド、インドネシア、サウジアラビア、トルコ、ブラ
ジル、南アフリカなどの新興国も開発途上国に対して
支援を行い、開発課題に大きな影響力を持つように
なっています。日本は、新興国を含む諸国とも連携
し、これらの新興国から開発途上国に対する援助が効
果的に促進されるよう、新興国への支援も行っていま
す。2024年3月に行われた第16回日・印外相間戦
略対話において、インドとの間で、開発分野での第三
国協力に係る協議の場を設けることで合意しました。

開発協力を効果的・効率的に進めていくための取組
として、ドナー国のみならず、開発途上国、国際機
関、民間セクター、市民社会、地方公共団体等の様々
な開発主体が一同に会して話し合う「効果的な開発協
力に関するグローバル・パートナーシップ（GPEDC）」
があります。日本は、2024年1月からGPEDCの運
営委員を務め、開発協力において、オーナーシップの
尊重、成果重視、幅広いパートナーシップ、援助の透
明性・相互説明責任といったGPEDCの4原則が実践
されるよう、引き続き各国と連携しています。

 ■国際機関との連携

日本は、様々な開発および人道上の課題や地球規模
の課題に対応するため、国際機関との連携を進めてい
ます。上川外務大臣（当時）は2月に訪日したポープ
国際移住機関（IOM）事務局長と会談したほか、3月
に訪日したラザリーニ国連パレスチナ難民救済事業機
関（UNRWA）事務局長、6月に訪日したキショー国
連事務総長特別代表（防災担当）と会談を行い、岩屋
外務大臣は、11月に訪日したグランディ国連難民高
等弁務官と会談を行いました。

また、国際機関との連携による支援を円滑に進める
ため、国連機関を始めとする主要な国際機関との対話
も 実 施 し て い ま す。2024年 は、 国 連 人 口 基 金

（UNFPA）、国連児童基金（UNICEF）、国連難民高等
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弁務官事務所（UNHCR）、赤十字国際委員会（ICRC）
などとの定期的な政策対話を実施しました（IOMで
働く日本人職員については151ページの「国際協力
の現場から」を参照）。

 ■国際開発金融機関との連携

国際開発金融機関（MDBs） 注8 は、開発途上国の
貧困削減や持続的な経済・社会的発展を支援する国際
機関の総称です。パンデミックや気候変動等の国境を
超える課題により貧困が深刻化し、不平等が拡大する
中、世界銀行を始めとするMDBsにおいて、地球規
模課題への対応強化に向けたMDBsの改革や、開発
資金ニーズの増加に対応するための既存資本の活用

	 注8	 36ページの用語解説を参照。
	 注9	 国際協力とNGO　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo.html

（CAFレビュー）解 説 といった取組が進められていま
す。

MDBsの機能強化に向けた改革の重要性については、
2023年の日本議長国下のG7広島サミットに続き、
2024年6月のG7プーリア・サミット、11月のG20
リオデジャネイロ・サミットにおいても取り上げられ、
MDBsの改革を進めることに対する支持が各国首脳か
らも表明されています。G20リオデジャネイロ首脳
宣言では、「より良く、より大きく、より効果的な
MDBsに向けたG20ロードマップ」が承認され、
MDBsのSDGs達成に向けた進捗が加速化し、地球規
模課題への対応能力が高まることが期待されます。

用語解説

CAFレビュー
国際開発金融機関（MDBs）の自己資本の十分性に関する枠組み（Capital Adequacy Framework）の独立レビュー。MDBsの既存資本
を最大限活用するための方策を検討するG20の取組。2023年7月のG20財務大臣・中央銀行総裁会議において、CAFレビューに関する
進捗等を整理したロードマップが策定され、2024年4月のG20財務大臣・中央銀行総裁会議において、同レビューの継続的な実施の重
要性についての認識が共有された。

（3）日本のNGOとの連携

日本のNGOは、開発途上国・地域において様々な
分野で現地住民に直接裨

ひ

益する開発協力活動を実施し
ています。また、地震・台風などの自然災害や紛争等
の現場では、迅速かつ効果的な緊急人道支援活動を展
開しています。NGOは、開発途上国それぞれの地域
に密着し、現地住民のニーズにきめ細かく対応するこ
とが可能であり、政府や国際機関による支援では手の
届きにくい草の根レベルでの支援を実施しています。
日本政府は、こうした「顔の見える開発協力」を行う
日本のNGOを開発協力の戦略的パートナーと位置付
け、NGOが行う開発協力事業に対する資金協力、
NGOの能力向上に資する支援、NGOとの対話の3
点を柱に連携を進めています（外務省ホームページの
国際協力とNGO 注9 を参照）。

 ■NGOが行う事業に対する資金協力

日本政府は、日本のNGOが開発途上国・地域におい
て、開発協力事業および緊急人道支援事業を円滑かつ
効果的に実施できるように、様々な協力を行っています。

（日本NGO連携無償資金協力）
日本政府は、日本NGO連携無償資金協力として、

日本のNGOが開発途上国で実施する経済社会開発事
業に対して資金を提供しています。事業は、保健・医
療・衛生、農村開発、障害者支援、教育、防災、地
雷・不発弾処理等、幅広い分野を対象にしています。
この枠組みを通じて、2023年度は日本の62のNGO
が、39か国・1地域において、109件、総額約70億
円の事業を実施しました（112ページおよび136ペー
ジの「案件紹介」を参照）。

（ジャパン・プラットフォーム（JPF））
ジャパン・プラットフォーム（JPF）解説は、日本の

NGO、経済界および政府が協力し、NGOの緊急人
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道支援活動を支援・調整する組織です。2024年12
月時点で47のNGOが加盟しています。2023年度
には、アフガニスタン、イエメン、イラク・シリア、
ウクライナ、エチオピア、ガザ地区、トルコ、パキス
タン、南スーダン、ミャンマー、モザンビークなどに
おいて、20の災害や紛争被害に対する緊急人道支援
のプログラムで145件の事業を実施しました（110
ページの「案件紹介」を参照）。

モルドバでウクライナからの避難民と受入れ地域住民のこどもたちが
交流する場を提供し、相互理解を深める活動を行う日本のNGO職員

（JPFを通じた日本の緊急人道支援）（写真：特定非営利活動法人難民
を助ける会（AAR Japan））

（NGO事業補助金）
日本政府は、日本のNGOへの補助金交付事業を実

施しています。対象となる事業は、開発協力事業の案
件発掘・形成および事業実施後の評価を実施する「プ
ロジェクト調査事業」、国内外において国際協力活動
の拡大や深化に資する研修会や講習会などを実施する

「国内における国際協力関連事業」ならびに「海外に

	注10	 草の根技術協力事業　https://www.jica.go.jp/partner/kusanone/index.html

おける国際協力関連事業」の3つです。2023年度に
は、4つの日本のNGOに対して、NGO事業補助金
を交付し、プロジェクト形成調査、オンラインを含む
国内外でのセミナーやワークショップなどの事業を実
施しました。

（JICA・草の根技術協力事業）
草の根技術協力事業は、国際協力の意思のある日本

のNGO/市民社会組織（CSO）、その他民間の団体、
地方公共団体または大学が、開発途上国の住民を対象
として、その地域の経済および社会の開発または復興
に協力することを目的として行う国際協力活動です。
団体が有する技術、知見、経験をいかして提案する活
動を、JICAが提案団体に業務委託してJICAと団体の
協力関係の下に実施する共同事業です（制度の詳細や
応募の手続等は、JICAホームページ 注10 を参照）。
草の根技術協力事業は約80か国を対象に、毎年200
件程度を実施しています。

ザンビアの小規模農家に対して養蜂技術を伝える丸森町の養蜂家
（JICA・草の根技術協力事業）（写真：丸森町・耕

こう
野
や

振興会）

 ■NGOに対する活動環境整備支援

国際協力において、日本のNGOの組織体制や事業
実施能力をさらに強化し、人材育成を図ることを目的
として、外務省は以下の取組を行っています。

（NGO相談員制度）
外務省の委嘱を受けた全国各地の経験豊富なNGO

団体が「NGO相談員」となり、市民やNGO関係者
から寄せられるNGOの国際協力活動、NGOの設立、
組織の管理・運営、開発教育の進め方などに関する質

グアテマラで日本での支援を受けて収穫した唐辛子を販売する先住民
族の女性（日本NGO連携無償資金協力）（写真：公益財団法人プラ
ン・インターナショナル・ジャパン）
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問や相談に答える事業です。2023年度は外務省の委
嘱を受けた15団体が、5,600件以上の質問・相談に
応対し、約70件の出張サービス 注11 を行いました。

（NGOインターン・プログラム／NGOスタディ・プ
ログラム）

外務省は、人材育成を通じた組織強化を目的とし
て、NGOインターン・プログラムおよびNGOスタ
ディ・プログラムを実施しています。NGOインター
ン・プログラムは、将来的に日本の国際協力NGOで
活躍しうる若手人材の育成を目的としており、2023
年度は、計7人がインターンとしてNGOに受け入れ
られました。

NGOスタディ・プログラムは、日本の国際協力
NGOに所属する中堅職員が国内外で研修を受け、研
修成果を所属団体や他のNGOに広く共有し、日本の
NGO全体の能力強化に貢献することを目的としてお
り、2023年度は9人が研修を受けました。

	注11	 地方自治体や協力機関と協力し、国際協力関係のイベントなどにおいて相談業務や講演を行うサービス。
	注12	 NGO研究会報告書　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/houkokusho/kenkyukai.html

（NGO研究会）
NGOが自らの事業実施能力や専門性の向上を図る

ために行う研究活動を外務省が支援しています。各研
究会では、NGOが直面する共通の課題をテーマとし
て、調査・研究、セミナー、ワークショップ、シンポ
ジウムなどを行い、具体的な改善策を報告・提言する
ことによって、組織や能力の強化を図ります。2023
年度は、「G7広島サミットでの議論を踏まえ、G7・
C7での国際協力に係る課題を分析し、その中での日
本の国際協力NGOとしてのあるべき姿を考える」と

「NGOの基盤強化（NGO自らが行う強化策、政府・
企業等の強化施策等）の過去の実績と新しい時代に求
められる手法と施策」の2つのテーマに関する研究会
を実施しました。この活動の報告書や成果物は外務省
のホームページ 注12 に掲載されています。

マダガスカルでは栄養不足の状況にある5歳未満児の割合
が高く、その背景には、貧困、保護者の知識不足、不衛生な
生活環境などがあります。日常的な栄養不足は、身体的・認
知的な成長に大きなダメージが生じ、生涯にわたる健康と経
済的影響が懸念されます。
特定非営利活動法人AMDA社会開発機構は、慢性的な栄

養不足によるこどもの発育障害が深刻なアナラマンガ県アチ
モンジャン郡で、2022年からこどもたちの栄養状態の改善
に取り組んでいます。本事業では、こどもの栄養改善につな

げるべく、保護者を
対象とした研修や研
修講師となる700
人以上のトレーナー
の育成を行うととも
に、地域の住民を対
象とした栄養、保健、
水と衛生などこども
の栄養改善につなが
る知識や、生計向上
に関する研修を1年

間で1万回以上実施
しました。また、家
庭菜園に必要な用具
と種子を1,000世帯
に提供し、衛生的な
トイレを400基以
上設置したほか、栄
養の重要性を伝える
ラジオ・プログラム
を400回以上放送
するなど、多面的な取組を実施しました。
こうした取組により、保護者がこどもの栄養を意識して生
活するようになるとともに、家庭菜園により家計にも好影響
があったとの声が聞かれています。あるトレーナーは、「生
後3か月で食べ物を与えていた母親たちは、生後6か月まで
母乳だけを与えるようになった。自分たちで除虫剤や堆肥を
作ったり、家計管理をしたりすることで、節約もできるよう
になった。」と話します。こどもたちが健やかに成長できる
よう、これからも地域住民の取組を支えていきます。

トレーナーによる住民への研修の様子
（写真：特定非営利活動法人AMDA社会
開発機構）

家庭菜園用農具を受け取った少年（写真：
特定非営利活動法人AMDA社会開発機構）

乳幼児の栄養改善を目指して

13 アチモンジャン郡における5歳未満児の栄養改善支援事業
日本NGO連携無償資金協力（2023年3月～2024年3月）案件紹介

マダガスカル
一般公募
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 ■NGOとの対話（NGO・外務省定期協議会お
よびNGO-JICA協議会）

NGO・外務省定期協議会解説は、2023年度は「全
体会議」が8月に、小委員会の「連携推進委員会」が
7月、12月および2024年3月に、「ODA政策協議
会」が2023年7月、11月および2024年3月に開
催され、活発な意見交換が行われました（NGO・外

	注13	 NGO・外務省定期協議会　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/taiwa/kyougikai.html
	注14	 NGOとの定期会合　https://www.jica.go.jp/partner/ngo_meeting/index.html

務省定期協議会の詳細および議事録などについては外
務省ホームページ 注13 を参照）。

また、JICAは、NGOとJICAの対話と連携を目的
とするNGO-JICA協議会を実施しています。2023
年度は2回実施され、1回目は93名、2回目は73名
が参加しました（NGO-JICA協議会の詳細および議
事録などについてはJICAホームページ 注14 を参
照）。

用語解説

ジャパン・プラットフォーム（JPF）
大規模災害時や紛争により大量の難民・避難民等が発生したときなどに日本のNGOによる迅速で効果的な緊急人道支援活動を支援・調整
することを目的として、2000年にNGO、経済界、政府の連携によって設立された緊急人道支援組織。JPFは、日本政府から供与された
ODA資金や企業・市民からの寄付金を活用して、大規模な災害が起きたときや、紛争により大量の難民・避難民等が発生したときなどに、
生活物資の配布や生活再建などの緊急人道支援を実施する。

NGO・外務省定期協議会
NGOと外務省との連携強化や対話の促進を目的とし、ODAに関する情報共有やNGOとの連携の改善策などに関して定期的に意見交換
する場として1996年に発足。全体会議、ODA政策協議会と連携推進委員会の2つの小委員会で構成。

（4）地方自治体との連携

日本の地方自治体には、これまでの地域住民向けの
公共サービス提供経験から、上下水道、廃棄物処理、
保健衛生・母子保健、社会福祉、農業普及、初等・中
等教育、職業訓練、環境保全、公共交通といった分野
で、豊富なノウハウと人材が蓄積されています。日本
政府は、同様の開発課題を有する開発途上国のため
に、地方自治体職員を専門家として派遣したり、無償
資金協力案件の実施に自治体職員の関与を確保するな
どして、地方自治体の技術・ノウハウを展開する形の
開発協力に取り組んでいます。一例として、カンボジ
ア・プノンペンでは、内戦の影響で壊滅的な状況に
あった上水道施設が、北九州市上下水道局の1999年
からの技術協力により、24時間水道水が飲める「プ
ノンペンの奇跡」を実現しました。北九州市の協力
は、地方都市にも広がりを見せ、現在は、全国の水道
セクターを対象とした水道事業計画策定の協力が行わ
れています。

また、日本政府は、日本の地域の活性化や国際化の

促進のため、地域の産業を含め、地方自治体の海外展
開を積極的に推進しています。外務省・JICAは、こ
うした地方自治体のために、草の根技術協力事業に地
域活性型を設けて、開発途上国への技術移転を地方自
治体と共同で実施するなどしています。

さらに、全国15か所に設置されているJICA国内
拠点は、「地域と開発途上国の結節点」として、市民、
NGO、地方自治体、民間企業等の多様なアクターと
の連携を強化し、国際協力に関する情報提供等、地域
の特色をいかした多様な事業を展開しています。ま
た、JICAは、地方自治体や地域のNGOとのパイプ
役として、国際協力調整員を地方自治体の関係機関に
配置しており、44都道府県において様々な国際協力
活動を推進しています。

（5）大学・研究機関等との連携

日本政府は、大学が有する開発途上国の経済社会開
発に関する役割、すなわち、日本ならではの開発協力
に関する哲学や理論の整理・探求および発信から、開
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発協力の実践、国民への教育還元および国際協力人材
の育成までの開発協力全般への広い知的な側面におい
て、大学と連携を図っています。また、それら取組の
中で、開発途上国と日本の学生や研究者の交流・共同
研究による国際頭脳循環を推進しています。実際に、
様々な大学と共同で、技術協力、円借款および草の根
技術協力を始めとする事業を推進しています。

一例として、日本政府は、開発途上国の経済社会開
発の中核となる高度人材の育成を目的とする人材育成
奨学計画（JDS）を通じて、開発途上国の若手行政官
等を留学生として国内累計41大学で受け入れていま
す。2023年度には、19か国から300人以上の留学
生を受け入れ、これまでに来日した留学生は、修士課
程と博士課程を合わせて6,000人を超えます。また、
産業構造と企業活動の高度化が進むASEAN諸国に対
し、「アセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/
SEED-Net）」プロジェクト解説を通じて、日ASEAN
の大学間のネットワーク強化や産業界との連携、域内
および日本との共同研究・共同教育を支援し、ASEAN
の発展を支える高度な工学系人材の育成に向けた取組
を実施しています。現在は、今後のネットワークの持
続化に向けて、他機関との連携や外部資金の獲得にも
注力しています。

加えて、外務省・JICAは文部科学省、科学技術振

	注15	 43ページの用語解説を参照。

興機構（JST）、日本医療研究開発機構（AMED）と
連携し、「地球規模課題対応国際科学技術協力プログ
ラム（SATREPS）」 注15 を実施しており、日本と開
発途上国の大学・研究機関等の間で国際共同研究が行
われています（実績については42ページの第Ⅲ部1

（2）を、アルゼンチンでの協力については139ペー
ジの「匠の技術、世界へ」を参照）。

JICAと国内の大学が連携し、これらの修士・博士
課程に在籍する開発途上国からの留学生を対象に、日
本そして国内各地域の開発・歴史、近代化経験を学ぶ
機会を提供するプログラム「JICA開発大学院連携」
が実施されています。また、同様の取組を国外にも広
げるため、開発途上国各国のトップクラスの大学など
を対象に、「日本研究」の講座設立を支援するプログ
ラム「JICAチェア」も行われています。この他にも、
放送大学と連携し、日本の近代化の歩みと国際協力の
重要性を体系的に紹介する「日本の近代化を知る」シ
リーズ番組の作成など、オンライン講義も実施してい
ます。

こうした大学との連携は、開発途上国の課題解決に
おける学術面での能力向上、対日理解の促進に寄与し
ていることに加え、海外からの研修員が日本の大学で
研修・研究することで、日本の大学の国際化にも貢献
しています。

用語解説

アセアン工学系高等教育ネットワーク（AUN/SEED-Net：ASEAN University Network/Southeast Asia 
Engineering Education Development Network）
ASEANに加盟する10か国における工学分野のトップレベルの大学19校と、日本の支援大学11校から構成される大学ネットワークとして、
2001年に発足（現在はASEAN側26校、日本側18校）。日本は、同ネットワークを構想段階から支援してきており、これまでJICAを通
じて、工学分野で高度な人材を輩出すべく学位取得、共同教育・共同研究、産学連携、ネットワーク強化に係る取組を実施してきている。

（6）日本への関心・理解が深い
人、在外日系人等との連携

日本のODAによる研修参加者や留学経験者等は、
日本の文化や価値観を理解する重要な人的アセットで
す。日本への研修参加者や留学経験者等が、自国へ帰
国後、同窓会組織を形成し日本との交流や理解促進に
関する活動を行う例も見られ、在外公館を通じて、こ

のような日本への関心・理解が深い人材との連携を促
進しています。

ASEAN諸国では、JICA青年研修（旧：青年招へ
い）の帰国研修員が各国で同窓会組織を作って活動し
ており、1988年にはASEAN各国の同窓会組織を統
合した「AJAFA-21」が発足しました。AJAFA-21
は現在もASEAN地域間および日本との間での交流活
動を継続して行っており、2024年3月には、青年招
へい事業開始40周年を記念し、9か国から28名の
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匠匠
アルゼンチンは、気候変動の影響などを受け、大雨によ
る洪水被害に悩まされています。特にブエノスアイレス州
やコルドバ州といった大都市部では、急速な人口増加や都
市化に伴い人口密集地域が拡大し、災害に対する脆

ぜい
弱性が

高まっています。災害被害を防ぐには、的確な気象情報と
予測を基に、いつ、どこに避難するべきか、迅速に伝える
必要があり、精度の高い天気予報と防災情報提供システム
の整備が急務となっています。
こうした状況を「科学の力」で解決すべく、理化学研究
所は、2022年から地球規模課題対応国際科学技術協力プ
ログラム（SATREPS）注1を通じて、日本およびアルゼン
チンの国立気象局などの研究機関と連携し、気象・洪水リ
スク削減のための観測・予測・警報・伝達のトータルパッ
ケージの開発に取り組んでいます。
日本も数十年前までは、今のアルゼンチンのように、観
測手段が限られる中で気象予報担当官が経験や知識に基づ
き天気予報を行っていましたが、今では、気象衛星「ひま
わり」や、アメダスによる観測データなど、最先端の設備
と予測技術で、世界屈指の精度で警報や避難情報を出して
います。そこで、現在のアルゼンチンに合った予測技術の
研究・開発を行うことで、課題解決に向けた取組を行って
います。本事業のリーダーである理化学研究所主任研究員
の三好建

たけ
正
まさ
氏は、「アルゼンチンでは、他の開発途上国と

同様に機材・技術の不足はあったものの、気象レーダーの
近代化に取り組んでいた。ブエノスアイレス州とコルドバ
州の洪水対策に焦点を絞り、アルゼンチンが有する設備と
観測データ、日本が得意とする技術を最大限に活用し、気
象予測の精度の向上に努めている。観測装置や大型計算設
備などの導入および稼働は始まっており、高精度なシミュ
レーションなど、より質の高い情報を生み出すための基盤
が出来上がりつつある。」とこれまでの成果を語ります。

災害被害を防ぐ
には、収集した情報
を的確かつリアルタ
イムに住民に伝達し、
理解してもらう必要
があります。本事業
では、水害の予報・
警報を伝達するス
マートフォンアプリ

やウェブサイト
を開発するとと
もに、情報の
受け手の防災
意識の向上に
向けた取組とし
て、現地の学
校での出張授業や地域住民に対するワークショップ等も実施
しています。例えば、水害対策に関する教材を作成し、学校
への配布を通じ防災教育に活用されています。また、対象地
域の小学校の生徒や教員、自治体で防災を担当する危機管
理部局を対象に、本事業を紹介し、教育レベルから水害対
策を考える機会を提供する講習会を実施しています。このよ
うな機会に、参加者から、アプリやウェブサイトの使い心地
についてのフィードバックを得るなど、使いやすいシステム
の開発につなげていきます。
SATREPS事業に関わる意義について三好氏は、「大陸規

模であったり南半球の気候であったりと、日本とは異なる
環境においても、私たちが開発してきたシステムが適用で
きるかどうか研究できる。災害被害は理不尽で、経済状況
の悪い場所ほど大きな被害に見舞われがちだ。最先端の設
備や多数の優れたデータを必ずしも必要としないアルゼン
チンのシステムは、今後、同様の問題に直面する他の開発
途上国でも展開が可能であり、天気予報・防災情報提供シ
ステムの開発による災害被害の最少化という形で、実際に
社会に還元できる。」と、説明します。
また、大学院時代のアルゼンチン人の恩師との出会いに
始まった自身の研究とアルゼンチンへの思いを背景に、「日
本の若い研究者が現地に長期滞在して活動することで、海
外の若い研究者との交友関係が構築でき、事業終了後の研
究継続にも期待が持てる。世代をつないでいくにあたって
もSATREPSは重要な役割を果たしている。」と、学術的・
社会的意義にとどまらないやりがいについても言及します。
また、三好氏は、「気象災害予測は人々の命に直結する。

一人でも多くの命を救えるように本事業が実を結んでほし
いと思う。理不尽な災害による被害を少しでも軽減するの
に科学の力が役に立つよう協力したい。」と今後の展望を
語ります。

注1 43ページの用語解説を参照。

アルゼンチンの研究者によるスーパーコン
ピューター「富岳」見学（写真：PREVENIR
プロジェクト）

コルドバ郊外での防災教育（写真：PREVENIR
プロジェクト）

日本が世界に誇る天気予報システムの応用で
アルゼンチンの人々の生命と財産を守る

4の技術、世界への技術、世界へ
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AJAFA-21メンバーが訪日し、記念式典が行われま
した。式典では、この事業を通してASEAN諸国と日
本の信頼関係を構築してきた歴史や将来の展望などの
報告が各国からあり、今後も、ASEAN諸国と日本は
真の対等なパートナーとして、地球規模の共通の課題
解決に共に取り組んでいくことを確認しました。2025
年3月には、ラオスにおいて2024年度のAJAFA-21各
国同窓会代表者による執行会議が開催される予定です。

ABEイニシアティブ 注16 では、同プログラムへの
参加者の研修修了後のフォローアップの拡充に取り組
んでいます。オンラインも活用しつつ、日本企業関係
者とのネットワーキングの機会や日本企業での就職を
希望する参加者への情報提供等を行っています。ま
た、ABEイニシアティブ参加者の人的ネットワーク
を強化する目的で、2020年4月に、SNSを活用した
ネットワークを立ち上げました。2024年10月時点
で、現役生・修了生合わせて1,200人以上が参加す
るとともに、日本企業、JICA海外協力隊経験者も参
加し、日本企業のアフリカビジネス関連の情報発信や
相互の交流を行っています。また、全修了生に対し
て、年に一度、オンラインでの修了生間のネットワー
キングの場も提供しています。さらに、参加者の有志
によって、日本企業とのビジネスパートナーを目指す
Kakehashi Africaという団体が組織され、アフリカ
全土に広がるネットワークを活用しながら、アフリカ
48か国以上で活動しています。ビジネスに関する調
査の実施や情報の提供、日本企業等のニーズと現地リ
ソースのマッチングなどの活動の展開、起業家育成研
修への協力等、JICAとの連携事例も生まれています

（帰国研修員同窓会の活動については141ページの
「国際協力の現場から」も参照）。

	注16	 121ページの用語解説を参照。

日本企業や他の学生と交流するABEイニシアティブ参加者（写真：
JICA）

日系人は、多くの場合居住国で日系社会を形成して
おり、日本と各国との強い絆

きずな

の礎となっています。全
世界の日系人の約60％を占める中南米の日系社会は、
地域開発の拠点となって技術移転などを通じて居住国
の経済発展に大きく貢献するとともに、日本との「架
け橋」や「パートナー」として重要な役割を果たして
います。JICAでは、中南米の日系社会と日本の連携
に主導的な役割を果たす人材への技術協力として、日
系社会研修や、日系人子弟（中学生、高校生、大学
生）を対象とした日系社会次世代育成研修を実施して
います。2023年度は、中南米11か国142人が日系
社会研修に参加しました。また、中南米の日系社会で
自身の技術や経験をいかしたいという意欲のある人を
JICA海外協力隊として日系社会へ派遣しています。
2023年度は4か国に日系社会ボランティア43人が
派遣され、日系人、日系社会の人々と共に生活・協働
しながら、中南米地域の発展のために協力していま
す。
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伝統的な親日国であるネパールは、南西アジアで最も所
得水準の低い国です。主要産業である農業の生産性が低
く、内陸国という地理的制約や自然災害、社会インフラの
未整備、ガバナンスにおける課題等を抱えています。
日本は、JICAを通じて実施する研修員受入事業に、ネ
パールから多くの行政官や技術者を長年にわたり受け入れ
ており、自国の課題解決に必要な知識や技術の習得に貢献
しています。そして、日本での研修や学業を終えて帰国し
た元JICA研修員等が参加するネパールJICA帰国研修員
同窓会（JAAN）注1は、日本での学びを自国の発展のため
にいかすと同時に、日本とネパールの二国間関係の強化に
も寄与しています。
JAANは1973年に創設された組織で、現在1,100人
近くが所属しています。政府や国内の主要な公的・民間機
関の要職に就いている会員も多く、幅広い人脈を有してい
ます。帰国生同士のネットワーク強化を目的としながら、
多様な分野で様々な立場から、日本での経験をいかして自
国の発展に貢献しています。
例えば、エネルギー分野では、現在は国家電力庁の長官
を務めるクル・マン・ギシン氏の尽力の下、計画停電が問
題だったネパールで、国民への電気の安定供給が実現され
ました。教育分野では、ネパールの高校で副校長を務める
ビバ・カリカ・マラ・シュレスタ氏が活躍しています。
「1996年と2018年に来日したが、板書中心で教師が一
方的に教える教育を受けた自分は、実践を通じて学ぶ日本
の初等教育における指導方法に感銘を受けた。教育が国の
発展につながるのだと感じた。教育者として、日本の指導
方法をネパールにも取り入れるなど、関連機関と連携して
こどもたちの学びに力を入れている。」と意欲を見せてい

ます。
JAANの現

会長であるラ
ム・チャンド
ラ・ブサル氏
は、1997年
にJICA研修
員として来日
し、農業分野の研修を受けました。もっと日本で学びたい
という思いが膨らみ再び来日し、7年をかけて、愛媛大学
大学院農学研究科で博士号を取得しました。帰国後は、国
際NGOや主要国の援助機関で農業分野の研究開発事業に
従事し、日本で培った専門性を存分に発揮し、新しい農業
技術と高付加価値作物の生産で農家の増収を図り、貧しい
人々の生活を改善しようと取り組んでいます。ブサル氏
は、「人間の健康と植物の健康を一体として考える重要性
と、農業技術だけではなくマネジメントの重要性も学ん
だ。」と語ります。
JAANの活動の特徴の一つとして、ブサル氏は、「JAAN

は時代のニーズや状況に応じて、常に柔軟に活動を行って
いる。」と語ります。例えば、JAANは2024年、ネパー
ルの伝統的な祭り「ダサイン」に際して例年実施するイベ
ントのための資金を、急遽

きょ
、洪水の被災者に配布する支援

物資に充て、自国の復興に貢献しました。また、近年では
国内向けの人材育成セミナーのほか、南アジアの国々が参
加する国際的なセミナーを開催するなど、国を越えてネッ
トワークを広げています。
さらに、JAANは、在ネパール日本国大使館、JICAネ

パール事務所や日本から派遣されるJICA専門家、JICA海
外協力隊等との連携や親睦を深め、定期的に意見交換を行
うなど、日本とネパールの二国間関係、友好関係の発展に
も寄与しています。東日本大震災の際には、ネパール政府
やJAANが日本に支援を寄せ、また、2015年にネパール
で発生した大地震の際は日本政府やJICAが支援するなど、
相互に協力し合う関係が築かれています。
今後もJAANがネパールの発展にさらに貢献するとと

もに、ネパールと日本、そして各国をつなぐ架け橋となり
活躍することが期待されます。

注1 JICA Alumni Association of Nepalの略称。
ポーデル・ネパール大統領を表敬訪問するJAAN執行役員一同（左か
ら4番目がシュレスタ氏、左から7番目がブサル氏）（写真：JAAN）

2024年9月に発生した洪水被災地域で食料援助を
行うJAAN（写真中央がブサル氏）（写真：JAAN）

帰国研修員が促進させた自国の発展と
日本との関係
～ネパールで活躍するJICA帰国研修員のネットワーク化と貢献～

55国際協力の現場から国際協力の現場から

141日本の国際協力
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